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見積参加者選考調書（特定随意契約用）

調 達 件 名

発 注 課

選定事業者

決 定 日 令和6年2月6日

令和６年度札幌市学校給食調理等業務（中央区１・中央区２・北区１・北
区２・東区・白石区・厚別区・豊平区・清田区・南区・西区・手稲区）

札幌市教育委員会生涯学習部保健給食課

札幌集団給食事業協同組合

随意契約の理由（相手方を特定した理由を含む。）

　学校給食は、教育活動の一環として実施しているものであり、業務遂行上の特殊性、専
門性、安全性及び、安定性等を担保する必要がある。また、知識や経験の蓄積により、よ
り安全で安定した学校給食の提供へと繋がっていくものであるから、本市の求める業務を
遂行する意思と能力を有する企業が、一定期間継続して業務を実施する体制が必要であ
る。
　上記の理由により、委託初年度（令和４年度）については、地方自治法施行令第167 条
の２第１項第１号の規定に基づき、指名競争入札により委託業者を決定し、以降は、最大
で３年間（令和７年度を限度）、前年度の委託業務の遂行に問題がなければ、年度ごとに
地方自治法施行令第167 条の２第１項第２号の規定に基づき随意契約（特定）による調達
を行う方針である。（「令和４年度札幌市給食調理等業務の委託契約について（方
針）」：令和４年2 月7 日教育長決裁）
　「札幌集団給食事業協同組合」については、令和５年度の同業務履行場所である全ての
学校及び保健給食課が実施した業務履行状況の審査の結果、本市が求める業務を遂行する
意思と能力を有していると判断した。
　よって、令和６年度の標記業務について、地方自治法施行令第167 条の２第１項第２号
の規定に基づき、随意契約（特定）による調達を行うこととする。
　※再度の入札に付してもなお落札者がいないときは、地方自治法施行令第167条の２第
１項第８号に基づき、随意契約へ移行する旨、協議済み。
　

根拠法令

地方自治法施行令第167条の２第１項第２号（予定価格100万円超の場合に記入）

地方自治法施行令第167条の２第１項第　号
札幌市物品・役務契約等事務取扱要領（ 第48条 ・ 第91条 ）第１項（　）（ア～キ又は
ア～オのいずれかを記入）


